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今
年
９
月
の
市
議
会
定
例
会
で
、
平
成
25

年
度
の
一
般
会
計
決
算
の
認
定
を
受
け
ま
し

た
。
決
算
は
、
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
な
ど

が
い
く
ら
入
り
、
そ
れ
が
ど
の
よ
う
に
使
わ

れ
た
か
を
明
ら
か
に
す
る
も
の
。
25
年
度
の

決
算
額
は
、
歳
入
で
３
４
２
億
４
７
４
６
万

円
、
歳
出
で
３
２
５
億
２
６
７
９
万
円
、
差

し
引
き
17
億
２
０
６
７
万
円
。
こ
れ
か
ら
26

年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
に
充
て
る
財
源
４

億
３
９
５
７
万
円
を
差
し
引
い
て
、
実
質
収

支
で
12
億
８
１
１
０
万
円
の
黒
字
決
算
と
な

り
ま
し
た
。

　

歳
入
総
額
は
、
24
年
度
に
比
べ
る
と
7.7
％

増
の
３
４
２
億
４
７
４
６
万
円
で
す
。
歳
入

の
内
訳
を
み
る
と
、
皆
さ
ん
が
納
め
た
市
税

は
、
歳
入
全
体
の
18
・
２
％
に
当
た
る
62
億

３
９
６
１
万
円
。
個
人
所
得
の
増
加
や
企
業

収
益
の
回
復
、
た
ば
こ
税
の
税
率
見
直
し
な

ど
で
、
24
年
度
に
比
べ
て
１
億
９
６
３
４
万

円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
で
、
国
か
ら
の
地
方
交
付
税
は
、
歳

入
全
体
の
29
・
０
％
に
当
た
る
99
億
３
６
１

７
万
円
で
、
災
害
の
影
響
に
よ
り
増
加
し
て

い
た
特
別
交
付
税
の
減
少
で
、
２
億
１
３
４

４
万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

次
に
、
国
庫
支
出
金
は
、
地
域
の
元
気
臨

時
交
付
金
や
柳
川
駅
周
辺
地
区
事
業
、
小
中

学
校
校
舎
改
築
事
業
な
ど
に
よ
り
25
億
７
２

４
７
万
円
の
大
幅
な
増
加
で
、
歳
入
増
加
の

大
き
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
市
債
は
、
普
通
建
設
事
業
の
増
加

な
ど
で
、
24
年
度
よ
り
６
３
４
６
万
円
多
い

32
億
５
８
６
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
総
額
は
、
24
年
度
に
比
べ
て
7.9
％
増

の
３
２
５
億
２
６
７
９
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

歳
出
を
目
的
別
に
み
る
と
、
保
育
所
施
設

整
備
事
業
補
助
金
の
減
少
な
ど
で
民
生
費
が

１
億
５
６
０
万
円
減
少
し
ま
し
た
。
災
害
復

旧
費
は
、
24
年
度
、
九
州
北
部
豪
雨
災
害
復

旧
費
を
計
上
し
て
い
た
た
め
、
25
年
度
は
４

億
６
５
１
６
万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

土
木
費
は
、
柳
川
駅
周
辺
地
区
事
業
や
市

営
住
宅
東
宮
永
団
地
（
仮
称
）
建
設
事
業
な

ど
に
よ
り
９
億
７
３
１
６
万
円
増
加
し
、
教

育
費
は
、
大
和
中
学
校
校
舎
改
築
等
事
業
、

垂
見
小
学
校
校
舎
改
築
事
業
、コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

セ
ン
タ
ー
建
設
事
業
費
な
ど
で
16
億
７
７
９

０
万
円
の
大
幅
な
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

性
質
別
に
み
る
と
、
耐
震
基
準
を
満
た
し
て

い
な
い
小
中
学
校
の
改
築
事
業
や
柳
川
駅
東

西
の
整
備
な
ど
で
、
普
通
建
設
事
業
費
が
27
億

８
０
４
万
円
の
大
幅
な
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
人
件
費
は
国
の
要
請
に
基
づ
き
給

料
の
減
額
を
行
っ
た
こ
と
や
職
員
数
の
削
減

を
行
っ
た
こ
と
な
ど
で
、
６
８
９
４
万
円
の

減
額
と
な
り
ま
し
た
。

12
億
８
１
１
０
万
円
の
黒
字
決
算

 自

主
財

源

105億5495万
円（

30.8％
）

歳入
342 億 4746 万円

歳出
325 億 2679 万円

市税
62 億 3961 万円

（18.2％）

地方交付税
99 億 3617 万円

（29.0％）

国庫支出金
69 億 3451 万円

（20.3％）

市債
32 億 5868 万円

（9.5％）

県支出金
24 億 6576 万円

（7.2％）

　　■その他 43億1534万円
（12.6％）

繰越金　16 億 5861 万円
繰入金　  8 億 4799 万円
諸収入　  8 億 1318 万円
分担金・負担金
　　　　  4 億 8408 万円
使用料・手数料
　　　　  3 億 7162 万円
財産収入  1 億 2199 万円
寄付金           1787 万円

地方消費税交付金
6 億 1003 万円

地方譲与税   2 億 8343 万円
自動車取得税交付金

9594 万円
株式等譲渡所得割交付金

3472 万円

配当割交付金      2308 万円
地方特例交付金   2132 万円
交通安全対策特別交付金

1497 万円
利子割交付金      1390 万円

■その他　　10 億 9739 万円（3.2％）

歳入用語の解説
市税　市に納められる税金。市民
税や固定資産税、市たばこ税など
地方交付税　市町村の財源の
均衡化を目的に国から交付さ
れるお金
国庫・県支出金　特定の事業に
対して国や県から交付される
市債　市が行う公共事業などの財
源として国などから借りるお金
地方消費税交付金　消費税を
財源に、市町村に配分される

歳出用語の解説
扶助費　生活保護や保育所な
ど福祉医療助成のための経費
人件費　職員の給料や手当、
共済費、委員などの報酬
公債費　市の借金の返済金
物件費　委託料や消耗品の購
入費、臨時職員などの賃金など
繰出金　一般会計から国民健康
保険特別会計などへの支出金
普通建設事業費　道路や水路、
学校など公共施設の建設費

市税 62 億 3961 万円の内訳

市民税
27 億 6087 万円

（44.2％）

個人市民税
23 億 7290 万円

（38.0％）

法人市民税
3 億 8797 万円

（6.2％）

固定資産税
28 億 566 万円

（45.0％）

市たばこ税
4 億 9300 万円

（7.9％）

軽自動車税
1億7434万円（2.8％）

入湯税 573 万円（0.1％）

都市計画税 1 万円（0.0％）

性質別にみる歳出状況

義務的経費
（45.6％）

投資的経費
（23.9％）

その他の経費
（30.5％）

扶助費
（21.0％）
68 億 3389 万円

人件費
（14.1％）
45 億 8252 万円

公債費
（10.5％）
34 億 357 万円

物件費
（9.3％）

30 億 2676 万円

普通建設事業費（23.9％）
77 億 6627 万円

災害復旧事業費（0.0％）
78 万円

民生費
107 億 8438 万円

（33.2％）

教育費
46 億 9262 万円

（14.4％）総務費
40 億 2567 万円

（12.4％）

公債費
34 億 296 万円

（10.5％）

土木費
37 億 7611 万円

 （11.6％）

農林水産業費
21 億 9301 万円

（6.7％）

衛生費
16 億 6545 万円

（5.1％）

■その他　19 億 8659 万円（6.1％）
消防費　　　　　　　　　9 億 1865 万円
商工費　　　　　　　　　7 億 3847 万円
議会費                          2 億 5291 万円
労働費　　　　　　　　　      5707 万円
災害復旧費　　　　　　　      1949 万円

積立金　　　　　　 15 億 5357 万円
投資・出資・貸付金　4 億 5908 万円
維持補修費　　　　　1 億 3824 万円

■性質別歳出 その他の内訳

歳出と市税
市民 1 人当たりの額

　平成 25 年度の歳出と市税の

総額を、今年 3 月末の市の人口

（6 万 9846 人）で割り、市民

1 人当たりにかかったサービス

額と、納められた市税額を計算

してみました。

　この結果、市民 1 人に提供し

たサービス額は 46 万 5693 円。

市に納めていただいた 1 人当た

りの納税額は 8 万 9334 円にな

りました。

　なお、項目別の 1 人当たりの

歳出額と、市税の種類別の納税

額は次のとおりです。

■項目別 1 人当たりの歳出額
民生費            15 万 4402 円

教育費              6 万 7185 円

総務費              5 万 7636 円

土木費            5 万 4063 円

公債費              4 万 8721 円

農林水産業費      3 万 1398 円

衛生費              2 万 3845 円

その他               2 万 8443 円

合計　　　 　　 46 万 5693 円

■市税別 1 人当たり納税額
市民税　　      3 万 9528 円

固定資産税            4 万 169 円

市たばこ税               7059 円

軽自動車税               2496 円

入湯税                         82 円

合計                  8 万 9334 円

※ 性質別の決算額には、住宅新築資
金等特別会計の決算額 64 万円を
加え、後期高齢者医療特別会計に
属する 917 万円を除いています。

補助費等（5.1％）
16 億 7214 万円

繰出金
（9.5％）

30億8144万円

平成 25 年度決算報告

柳
川
市
の
家
計
簿
、
平
成
25
年
度
は
黒
字
決
算

一
般
会
計
歳
出
額
は
３
２
５
億
２
６
７
９
万
円

【
問
】
市
財
政
課
財
政
係
（
☎
77
・
８
４
３
２
）

市
税
は
62
億
３
９
６
１
万
円

歳
出
は
約
23
億
８
８
３
４
万
円
増

その他（6.6％）
21 億 5089 万円

決
算

報
告

依
存

財

源

2
3
6

億
9
251

万
円（69.2%）
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「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
り
、

作
成
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
財

政
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足

比
率
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

　

い
ず
れ
の
指
標
に
お
い
て
も
、

国
が
定
め
た
早
期
健
全
化
基
準
を

下
回
っ
て
お
り
、
ま
た
公
営
企
業

会
計
に
お
い
て
も
資
金
不
足
の
発

生
は
な
く
、
健
全
な
財
政
運
営
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。

実
質
赤
字
比
率
＝
赤
字
な
し

　

普
通
会
計
（
本
市
の
場
合
は
、

一
般
会
計
や
住
宅
新
築
資
金
等
特

別
会
計
、
公
共
用
地
先
行
取
得
等
特

別
会
計
を
含
め
た
も
の
）
の
赤
字
の

状
況
を
指
標
化
し
た
数
値
で
す
。

連
結
実
質
赤
字
比
率
＝
赤
字
な
し

　

普
通
会
計
だ
け
で
な
く
、
国
民
健

康
保
険
特
別
会
計
や
水
道
事
業
会

計
な
ど
す
べ
て
の
会
計
の
赤
字
や

黒
字
を
合
算
し
た
う
え
で
、
赤
字

の
状
況
を
指
標
化
し
た
数
値
で
す
。

実
質
公
債
費
比
率
＝
8.5
％

　

普
通
会
計
が
負
担
す
る
借
入
金

の
返
済
額
な
ど
の
大
き
さ
を
指
標

化
し
た
数
値
で
す
。

将
来
負
担
比
率
＝
40
・
６
％

　

地
方
債
残
高
や
職
員
の
退
職
金

負
担
見
込
み
額
な
ど
将
来
負
担
す

べ
き
実
質
的
な
負
債
額
を
指
標
化

し
た
数
値
で
す
。

資金収支計算書
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基金と市債の残高の推移

400 基 金 市 債

　市の貯金である基金と借金である市債の
残高です。25 年度末の基金残高は約 131
億円、市債が約 331 億円となりました。市
債のうち約 249 億円※は交付税により補填
される予定ですので、差額の約 82 億円が
実質の市の負担となります。
※ 平成 25 年度地方財政健全化法に基づく将来負担比率

算定に係る基準財政需要額算入見込額より試算
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　25 年度の経常収支比率は 88.9％（昨年
度から 0.6％減）、実質公債費比率は 8.5％

（昨年度から 0.8％減）となりました。

経常収支比率 実質公債費比率

ふるさと元気応援基金の運用
　市では 20 年度から「ふるさと元気応援
基金」を設置し、市内外を問わず寄付が
あったときは使いみちを指定し、この基金
に積み立てています。25 年度は 770 件、
1727 万円の寄付がありました。25 年度末
の基金残高は次のとおりです。

子どもたちへの教育サポート事業
1243 万円

掘割や自然環境の保全サポート事業
520 万円

歴史・文化サポート事業      294 万円
高齢者サポート事業          1977 万円
産業活性化サポート事業      295 万円
健康スポーツサポート事業   175 万円

合計                              4504 万円

地域振興基金の活用状況
　地域振興基金は、合併前にあった基金を
旧市町ごとにまとめた基金です。25 年度末
での残高は、柳川地域振興基金 9817 万円、
大和地域振興基金 1 億 2016 万円、三橋地
域振興基金 3 億 9905 万円です。

柳
川柳川地域校区公民館 7 館改修事業 8297 万円

大
和コミュニティセンター建設事業 2 億 7790 万円

三
橋

コミュニティセンター建設事業 3 億 3691 万円
中山集会所改築事業 8511 万円
二ッ河小学校校舎改築事業 3000 万円
二ッ河小学校駐車場整備事業 1349 万円
中山小学校校舎改築事業 890 万円
垂見校区学童保育整備事業 785 万円

貸借対照表（バランスシート）

行政コスト計算書

純資産変動計算書

借　方
●資産の部

公共資産
　…道路、公園、学校、庁舎など

977 億 8652 万円

投資等
　…基金、貸付金、出資金など

86 億 3841 万円

流動資産
　…現金預金、財政調整基金など

106 億 103 万円
（うち歳計現金 17 億 2383 万円）

資産合計  　1170 億 2596 万円

貸　方
●負債の部
固定負債
　…地方債、将来の職員の退職金など

355 億 8167 万円

流動負債
　…地方債翌年度償還額など

31 億 5825 万円

負債合計　    387 億 3992 万円

●純資産の部
　…これまでの世代が負担した金額
純資産合計       782 億 8604 万円

■負債・純資産合計
1170 億 2596 万円

●経常行政コスト
　人にかかるコスト（人件費など）　　　　　　　　  　　45 億 1581 万円

　物にかかるコスト（物件費、維持補修費など）　        　68 億 8204 万円

　移転支出的なコスト（社会保障給付費など）               130 億   224 万円

　その他のコスト（支払利息など）                                 4 億 6772 万円

　　合計　　　　　　　　　　　　　　　　         248 億 6781 万円

●経常収益（使用料など）                                     9 億 2411 万円

●純経常行政コスト（差し引き）　　　　             239 億 4370 万円

●期首歳計現金残高     16 億 6186 万円
●当年度現金増減額
　経常的収支               　69 億 3821 万円
　公共資産整備収支　   － 19 億 9566 万円

　投資・財務的収支   　－ 48 億 8058 万円

　　計                               6197 万円
●期末歳計現金残高　  17 億 2383 万円

●期首純資産残高　　750 億 3141 万円
●変動要因
　純経常行政コスト    ー 239 億 4370 万円
　一般財源                   176 億 4696 万円
   補助金等受入               94 億     36 万円
　臨時損益                             6442 万円
　その他                                8659 万円

　　計                      32 億 5463 万円
●期末純資産残高      782 億 8604 万円

131124118112105104
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■平成 25 年度の地域振興基金の活用状況

25年度実績
（24年度）

早期健全
化基準

財政再生
基準

実質赤字比率         ―
（ー）12.65％ 20.00％

連結実質赤字比率         ―
（ー）17.65％ 30.00％

実質公債費比率 8.5％
（9.3％） 25.0％ 35.00％

将来負担比率 40.6％
（46.6％）350.0％

25 年度実績
（24 年度） 経営健全化基準

水道事業会計                   ―
（ー） 20.00％

下水道事業特別会計                   ―
（ー） 20.00％

※資金不足がないため「―」と表示

■資金不足比率の状況

■健全化判断比率の状況

※資金不足がないため「―」と表示
※早期健全化基準の数値を超えると、いわゆる「イ
エローカード」、財政再生基準を超えると、いわ
ゆる「レッドカード」の状態を示す

平成 25 年度決算報告
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柳
川
市
は
健
全
財
政
を
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持
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教育・福祉の充実

社会基盤の整備
生活環境の保全

その他の事業

生活保護費　　　　　　　　　　　  16 億 7684 万円

後期高齢者医療事業　　　　　　　  11 億 8806 万円

自立支援給付事業　　　　　　　　  11 億 6403 万円

大和中学校校舎改築等事業　　　　　 9 億 6221 万円

介護保険事業　　　　　　　　　　    8 億 7797 万円

垂見小学校校舎改築事業　　　　　　 5 億 6182 万円

コミュニティセンター建設事業          4 億 9998 万円

柳川地域校区公民館 7 館改修事業      3 億 8917 万円

保育所施設整備事業費補助金　　　　 1 億 7471 万円

二ッ河小学校校舎改築事業　　　　　 1 億 6050 万円

公共下水道事業負担金                        5 億 290 万円

塵芥処理費　　　　　　　　　　　　   4 億 933 万円

し尿処理費　　　　　　　　　　　 　1 億 4549 万円

小型合併処理浄化槽設置事業補助金　 1 億 4044 万円

妊婦健康診査事業　　　　　　　　    　　4855 万円

健康診査がん検診事業　　　　　　　　　 4182 万円

がん検診推進事業　　　　 　　　 　　　 1327 万円

柳川市・みやま市一般廃棄物処理施設整備調査費 668 万円

電算推進費                                    1 億 4395 万円

市債繰上償還元金                           1 億 2544 万円

大和地区他光通信事業補助金                   8000 万円 

消防自動車整備事業                               4925 万円

参議院議員通常選挙費                            2082 万円

住宅用太陽光発電システム設置事業補助金  1707 万円

市長選挙費                                          1559 万円

マイホーム取得支援事業補助金　　　　　　 950 万円

新婚世帯家賃支援事業補助金　　　　　 　   861 万円

特別会計と企業会計の決算
　柳川市には一般会計とは別に、特定の事業を行うために設けられた特別会計と企業会計が合
計 7 つあります。そのうち主な会計の 25 年度の事業の概要と決算をお知らせします。

　国民健康保険の加入者は、他の医療保険制度などに加入し

ていない自営業者や農漁業に従事している人などで構成され

ます。25 年度は、市全人口の 29.7％に当たる 2 万 734 人

（前年度より 606 人減少）、世帯数は全世帯の 42.4％に当た

る 1 万 562 世帯（前年度より 175 世帯減少）が加入しました。

平成 20 年４月から 75 歳以上のすべての人を対象とした後

期高齢者医療制度が始まった影響もあり、加入人口、世帯と

も前年度より減少しています。

　25 年度の決算は、歳入総額 95 億 7938 万円、歳出総額

95 億 7590 万円で、差し引き 348 万円の黒字となっていま

す。ただし、前年度からの繰越金と、25 年度は財政調整基金

から 7000 万円の繰り入れを行っていることから、これらを

差し引いた実質単年度収支は 1 億 7179 万円の赤字となって

います。

　歳入は国民健康保険加入者の保険税が全体の 19.5％に当た

る 18 億 6808 万円あり、それ以外では 28.9％に当たる国

庫支出金 27 億 7005 万円、18.9％に当たる前期高齢者交付

金 18 億 1558 万円が主なものです。

　歳出は、全体の 66.3％に当たる保険給付費 63 億 5089

万円と 13.3％に当たる共同事業拠出金 12 億 7759 万円が

主なものです。

　25 年度の医療費は、総額で 76 億 4383 万円（前年度よ

り 0.3％増）、１人当たりでは約 36 万 8000 円（前年度より

3.3％増）となっています。

　後期高齢者医療特別会計は、75 歳以上の高齢者

と、65 歳から 74 歳までの人で、一定の要件を満

たす障害があり、任意で加入している人の医療費を

賄うものです。県単位で設立した広域連合が保険事

業を運営し、加入市町村は保険料の徴収と窓口業務

を行います。また、各市町村で特別会計を作り、徴

収した保険料を広域連合に納めます。

　25 年度の決算は、歳入総額 9 億 384 万円、歳

出総額 8 億 9952 万円で差し引き 432 万円の黒字

です。ただしこれは、26 年 4 月と 5 月に納められ

た 25 年度分の保険料を繰り越して 26 年度予算で

広域連合に納める分や、今後、被保険者本人や相続

人へ精算のために保険料を還付する分です。

　市の後期高齢者医療の対象者数は、25 年度末で

1 万 946 人、人口の 15.7％に当たります。

　下水道事業は、西鉄柳川駅周辺と旧柳川市街地を中心に国

から事業認可を受けた 444ha で、平成 14 年 3 月から一部

供用開始し、現在も整備中の事業です。25 年度末では、事業

認可区域内の 77.5％を整備しました。昨年度の年間下水処

理水量は、80 万 2915 ㎥。内訳は、家事用が 70.9％、営業

用 11.0％、官公署学校用 18.0％などです。同じく決算額は、

歳入総額 9 億 2796 万円、歳出総額 8 億 8387 万円で、差

し引き 4409 万円の黒字決算となりました。

　25 年度の水道事業会計の決算状況についてお知

らせします。

　25 年度末現在の給水人口は 6 万 7274 人で、

給水戸数が 2 万 4502 戸。1 日最大給水量は 2

万 8993 ㎥でした。収益的収支は収入総額 12 億

9190 万円に対して、支出総額は 11 億 5339 万円

で、差し引き純利益は１億 3851 万円です。

　次に資本的収支は収入総額 2 億 1063 万円、支

出総額 4 億 4794 万円で、不足額 2 億 3731 万円

は過年度分損益勘定留保資金などで補填しました。

　総給水量は 647 万 1320 ㎥で、1 日 1 人当た

りの平均給水量は 264 ℓです。用途別の給水の

内訳は家事用 77.6％、営業用 14.7％、官公署学

校用 7.4％などです。一方、料金調定総額は 12

億 4013 万円で、内訳は家事用 73.8％、営業用

17.0％、官公署学校用 8.8％などです。

歳入　95億 7938 万円　
歳出　95億 7590 万円
実質単年度収支は約1億7200万円の赤字

国民健康保険
特別会計

後期高齢者医療
特別会計

下水道事業特別会計

水
道
事
業
会
計

歳入　9億 2796 万円　
歳出　8億 8387 万円
整備率は 77.5％

歳入　9億 384万円
歳出　8億 9952 万円
市の人口の 15.7％が加入

収入　12億 9190 万円
支出　11億 5339 万円
1 人 1 日 264 ℓの水を使用

今年 2 月に完成した大和中学校の新校舎

西鉄柳川駅ホームの上に建設中の自由通路。東口と西口の駅
前広場も来年 3 月完成に向けて工事が進行中

産業の振興
中島漁港漁業団地推進事業                4 億 2750 万円

中小企業者等経営安定資金融資預託金              4 億円

国営造成施設基幹水利施設管理事業　　 　7370 万円

両開漁港機能保全事業　　　　　　 　      6865 万円

活力ある高収益型園芸産地育成事業補助金  5453 万円

マルショク跡地用地購入費                      5377 万円

水田農業担い手機械導入支援事業費補助金  3677 万円

県営農村振興総合整備事業負担金             2413 万円

ブランド推進事業　　　　　　             1402 万円

プレミアム商品券事業補助金　　　　　　 1170 万円

着地型観光推進事業　                             470 万円

中島漁港漁業団地に両開漁協分 2 棟と大和漁協分 1 棟（写
真右奥）のノリ共同加工施設が国と県の補助を受けて完成

平成 25 年度決算報告

柳川駅周辺整備事業                        8 億 7729 万円

柳川駅東部土地区画整理事業　 　　　7 億 6145 万円

市町村道整備事業　　　　　　　　　 2 億 7487 万円

道路新設改良事業　　　　　　　　　 2 億 2443 万円

東宮永団地（仮称）建設事業費 　　　1 億 4866 万円

塩塚川高潮対策番所橋架替事業          1 億 4266 万円

筑紫都市下水路ポンプ場整備事業       1 億 2827 万円

密集住宅市街地整備事業                     1 億 700 万円

市民生活の向上のため
25年度に行った主な事業


